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序 文 
 

本ガイドラインは、 日本国内で風力発電設備を設置する事業者を情報提供の主たる対象として、 

風力発電設備予定地の環境条件のうち台風、乱流等の風況の把握手法とその条件に見合う風車の

選定を行うための手順、風車の選定等に参考となる技術情報をまとめるとともに、 風車選定に関

する有用な情報および風に関する被害を考慮したリスクと対策に関する検討結果をとりまとめた

ものである。 

風力発電所の設置にあたっては、平均風速が高いなど良好な設置場所の選択が重要であるとと

もに、その地域で発生が予想される強風や風の乱れなどに対応した適切な強度を有する風車を選

定することが重要である。 

日本においては、毎年台風の接近と通過が予想され、また、平地が少なく、複雑地形が多いこ

とによる風の乱れや強風の影響が大きい地域が少なくないと予想される。 

一方、今日世界で大量に供給されている風車は、国際的に共通の基準（IEC 61400）をもとにし

て予想される風の強度や乱れのレベルに応じた仕様を有する風車である。その共通の基準は、お

おむね欧米の風況をもとに策定され、これまで数回の改訂が行われているが、現在のところ日本

を含めたモンスーン地帯などの強風発生地域においては、その風況に適合した特別な風車の選定

を行うべきとのコメントが付されている。 

さらに、最近風車の導入量拡大に伴い台風による被害事例が少なからず見られるとともに、日

本の地域特性と地形状況に起因する風車への影響が見られている。このような状況に鑑み、日本

において風車を設置する場合には、予定地で将来にわたって発生が予想される最大風速と風の乱

れを適切に予想し、そのレベルに応じた風車の選定を行う必要がある。 

そのため、 本ガイドラインは、風況による風車選定手法の提示や課題明確化のためのプロセス

を提示するマニュアル的な位置付けとする。あわせて、 検討過程での情報についても参考資料と

して提供するものである。 

今後、 研究の進展、 現場での経験や知見の蓄積によって本ガイドラインを改訂し、 その充実

がさらに図られることが期待される。 
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委員長 牛山 泉 

 

台風・乱流ガイドライン検討委員会 

委員長 荒川 忠一 
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1

１．適用範囲 

概 要 

 本ガイドラインは、日本特有の環境条件（地形、気象）に起因する「台風（強風）」「風の乱れ」

「落雷」による運転停止や機器の損傷といった設備被害のうち、特に台風（強風）、風の乱れによ

るブレードへの被害は設備の長期間停止を余儀なくされる状況もあり、主に事業者が風車の選定

にあたって参考となる手順及び技術情報などの被害の発生に関するデータ等を提示することを目

的とする。 

本ガイドラインは、「水平軸プロペラ式」風力発電設備を対象として風条件の設定に適用するも

のとし、小形風車は対象外とする。 

本ガイドラインの主な項目は、①風条件の評価及び風車の選定、②風条件の評価方法、③リス

ク評価である。 

主な項目をまとめるにあたっての算定根拠や計測、実験結果等の資料は、参考として別途とり

まとめを行った。 

 

本ガイドラインは、「水平軸プロペラ式」風力発電設備を対象として、風条件の設定に適

用する。小形風車は対象外とする。風力発電設備の構成要素として、モノポール型タワーの

基部までを対象とするが、設計対象とはしない。

荷重の具体的計算手法等は、建築基準法に関連した別途検討手法による。
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２．関連法規、規格 
 

日本に風力発電設備を設置する際には、以下に示す法令等の規定を満足しなければならない。 

 

２.１ 法規および省令 

・ 電気事業法(平成11年、法律121号) 

・ 電気事業法施行規則(平成11年、省令40号) 

・ 電気設備に関する技術基準を定める省令(平成9年、省令52号) 

・ 発電用風力設備に関する技術基準を定める省令 

(平成17年 3月 29日、経済産業省令第34号) 

・ 建築基準法(昭和25年、法律201号、平成19年改正) 

・ 騒音規制法(昭和43年、法律98号) 

・ 振動規制法(昭和51年、法律64号) 

 

２.２ 法規等に関連する国内規格・指針 

・ 風力発電規程：JESC V0001(2001)［JEAC 5005-2001］((社)日本電気協会) 

・ 建築物荷重指針・同解説(2004、(社)日本建築学会) 

・ 搭状鋼構造設計指針・同解説(1980、(社)日本建築学会) 

・ 煙突構造設計施工指針(1982年版、日本建築センター) 

・ 煙突構造設計指針(2007、(社)日本建築学会) 

・ 風力発電設備支持物構造設計指針・同解説(2007、(社)土木学会) 

 

２.３ 技術規格 

風力発電機の設計に関わる技術規格（Technical Standards）として、IEC（International 

Electrotechnical Commission）規格の「IEC 61400」シリーズが広く国際的に適用されており、

日本において設置される風車の大部分がこれらの規格にしたがった設計、製造及び評価を受け

ている。本ガイドラインの発行時点においては、これらの規格を満足することは国内法的には

必要ではないが、実務上は推奨されているのが実態であり、商業的な契約において要求されて

いることが多い。 

 

風力発電設備に関しての国内規格・標準 

・ JIS C 1400-0(2005)、風力発電用語 

・ JIS C 1400-1(2001)、風力発電システム－第1部：安全要件(IEC 61400-1 ed2(1999)) 

・ JIS C 1400-2(1999)、風力発電システム－第2部：小形風力発電システムの安全基準 

(IEC 61400-2 ed1(1996)) 

・ JIS C 1400-11(2005)、風力発電システム－第11部：騒音測定方法(IEC 61400-11  
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ed2(2002)) 

・ JIS C 1400-12(2002)、風力発電システム－第12部：風車の性能計測方法(IEC 61400-12  

ed1(1998)) 

 

風力発電設備に関しての海外規格 

・ IEC 61400-1、第3版(2005)、第1部：設計要件(IS) 

・ IEC 61400-2、初版(1996)、第2部：小形風車の安全性(IS) 

・ IEC 61400-11、第2版(2002)、第11部：騒音測定方法(IS) 

・ IEC 61400-12、初版(1998)、第12部：風車の性能計測方法(IS) 

・ IEC 61400-13、初版(2001)、第13部：機械的荷重の計測方法(TS) 

・ IEC 61400-14、初版(2005)、第 14 部：風車の音響パワーレベル及び純音性評価値の表示

(TS) 

・ IEC 61400-21、初版(2001)、第21部：系統連系風車の電力品質特性の測定及び評価(IS) 

・ IEC 61400-23、初版(2001)、第23部：風車の実翼構造強度試験(TS) 

・ IEC 61400-24、初版(2002)、第24部：風車の雷保護(TR) 

 ＊：(IS)国際規格、(TS)技術仕様書、(TR)技術報告書 

 

２.４ 関連するハンドブック・マニュアル類 

・ 風況精査マニュアル（概要版）(1997、(独)新エネルギー・産業技術総合開発機構：以下

NEDO) 

・ 高所風況精査マニュアル(2006、NEDO) 

・ 風力発電導入ガイドブック(2008、第9版、NEDO) 
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３．用語及び定義 
 

本ガイドラインでは、主としてJIS C1400-0 : 2005（風力発電用語）の用語に従った。使用し

た用語及び関連用語を以下に示す。 

3.1   風風車 wind turbine 

単一又は複数の風力エネルギーを主軸の動力に変換するロータをもつ装置（風車の最小単

位。異種類のロータをもつ風車を含む）。 

3.2   風風力発電装置 （風力発電機） wind turbine generator 

風がもつ運動エネルギーを電気エネルギーに変換する装置。風力発電システムのうち、発

電所の構外に設置される遠隔監視制御装置、表示盤などを除く。 

3.3   風風力発電システム（風力発電設備、風力変換装置） WTGS、wind turbine generator system 

風がもつ運動エネルギーを電気エネルギーに変換するシステム。 

3.4   風風力発電所 wind power station 

一グループ又は複数グループの風力発電装置。 

3.5   ヨヨー制御 （方位制御） yaw control 

風車回転面を変動する風向に追尾させる制御（風車の保護及び出力制御のために方位を制

御することもある）。 

3.6   風風速 wind speed 

空気が移動した距離とそれに要した時間の比（単位は通常m/s）。 

3.7   風風速度 wind velocity(vector) 

風の速度ベクトル。 

3.8   平平均風速 mean wind speed 

風速の瞬間値を、規定期間内で統計的に平均したもの。規定期間は、数秒から数年の場合

がある。 

備考 “平均風速”として、月平均風速及び年平均風速が通常使われる。 

3.9   瞬瞬間風速 instantaneous wind speed 

時々刻々に変動する風速の瞬間的な値。 

3.10  １１０分間平均風速 10 minute average wind speed 

風速の10分間平均値（ある時刻の平均風速には通常、正時前10分の平均値を取る）。 

3.11  年年平均 annual average 

十分な期間にわたって集めた十分な量の測定データセットを平均した値であって、測定対

象の期待値を推定できるもの。平均を計算する期間は、季節差などの非定常効果をならす

ため、年数は整数とする。 

3.12  年年平均風速 annual average wind speed 

年平均用語の定義に従って平均した風速。 
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3.13  最最大風速 peak wind speed、 maximum wind speed 

ある期間内（時間･日･月･年など）における最大の風速（通常10分間の平均値をとってい

る）。 

3.14  最最大瞬間風速 maximum instantaneous wind speed 

特定の時間、期間の中での瞬間風速の最大値。 

通常測定時間、0.1～数10秒間の平均値の最大値を取る。 

3.15  極極値風速 extreme wind speed 

t秒間で平均した最大平均風速で、T年間（再現期間：T年）で経験しそうな風速。 

この規格では、再現期間はT=50年及びT=1年、並びに平均時間はt＝3秒及びt＝10分を

用いる。 

一般的には、定義がややあいまいな耐風速という用語が用いられることがあるが、この規

格では用いない。この規格では風車の設計には設計荷重ケースに用いる極値風速を用いる。 

3.16  耐耐風速 survival wind speed 

構造物が耐えられるよう設計された最大風速の一般名称。この規格では、この用語は用い

ない。設計条件では、極値風速を用いる。［極値風速参照］ 

3.17  基基準風速 reference wind speed 

風車階級を定義するための基準となる極値風速。 

備考 基準風速Vrefの階級で設計された風車は、風車のハブ高さにおける再現期間50年

の極値的10分平均風速がVref以下の気象に耐えるように設計されている。 

3.18  風風速分布 wind speed distribution 

風速の累積分布関数であって、ある長時間内の風速の分布を示すもの。 

通常用いられる分布関数はワイブル分布関数、レイリー分布関数PR（V0）及びワイブル分

布関数PW(V0)である。 

（以下略） 

3.19  最最多風速出現頻度 maximum occurrence frequency of wind speed 

ある期間内（月･年など）における風速の出現度数の最も多いもの。 

3.20  風風向 wind direction 

観測者から見て、風が向かってくる方向。例えば、“北風とは北から吹く風”、“山風とは

山から谷に向かって吹く風”の意味である。 

風速ベクトルの方向は、風向に対して180度反転した方向であることに注意。 

3.21  風風向度数分布 frequency distribution of wind direction 

ある地点のある期間（月･年など）における各方位別の風向の出現度数分布。 

3.22  風風配図 wind rose 

ある地点のある期間における各方位別の風向の出現度数を、放射状のグラフに表したもの。 

3.23  風風速階級別風向の出現度数分布 frequency distribution of wind direction for each 

wind force scale 
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ある地点のある期間における風速階級に対応する各方位別の風向出現度数分布。 

3.24  ウウィンドプロフィール、ウィンドシア－法則 (風速の高度分布） wind profile、wind 

shear law 

風速の鉛直方向分布。数学表現として、対数則及び指数則がよく用いられる。 

3.25  ウウィンドシア－ wind shear 

風向に対して垂直な面を横切る風速の変化。 

備考 地表境界層では鉛直方向の風速変化。 

3.26  回回転サンプル風速度 rotationally sampled wind velocity 

回転するロータのある点から見た風速度。 

3.27  突突風（ガスト） gust 

風速の瞬間的な変化で、その立ち上がり時間、振幅及び継続時間で特徴付けられるもの。 

3.28  突突風率 (ガストファクター) gust factor 

ある測定時間の平均風速umに対する、同じ時間内の最大瞬間風速umaxの比（G=umax/um)。 

3.29  乱乱流強度 (乱れの強さ） turbulence intensity 

風速の標準偏差の平均風速に対する比。 

この比は、指定の時間内に採取した同一の風速測定データセットから決定する。 

3.30  粗粗度長 （粗度定数、粗度係数） roughness length 

風速の高度分布が対数則に従うとした場合、平均風速が零となる外挿高さ。 

3.31  （（風車）ロータ （翼車、ロータ、ロータシステム） wind turbine rotor 

風車において、風からエネルギーを吸収するために回転する部分。 

ブレード、ハブ、シャフトなどから構成される。 

3.32  翼翼 (羽根、ブレード） blade、 rotor blade 

ロータを構成する回転翼。 

3.33  ハハブ （ロータヘッド） hub 

翼をロータ軸に固定する部分。 

3.34  主主軸 （ロータ軸） main shaft、 rotor shaft 

ロータからの動力を発電機に伝達する回転軸。増速機付きの風車においては、低速軸及び

高速軸の総称。 

3.35  ナナセル nacelle 

水平軸風車において、タワーの上部に配置され、動力伝達装置、発電機、制御装置などを

格納するもの、及びその内容物の総称。 

3.36  （（風車の）支持構造物 support structure 

タワー及び基礎からなる風車の一部分。 

3.37  タタワー （塔） tower 

風車ロータ、動力伝達装置、発電機などを地上から適切な高さに支持するための架台。 

3.38  基基礎 foundation 
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タワーの荷重を地盤に伝えるための工作物。 

3.39  ロロータ直径 rotor diameter 

風車ロータの直径。ダリウス風車の場合には、赤道面の直径。 

3.40  受受風面積 swept area 

ロータ翼先端の回転による軌跡が、風向に垂直な平面に投影した面積。 

3.41  ハハブ高さ hub height 

風車ロータ中心の地上高さ。垂直軸ダリウス風車の場合には、赤道面の高さ。 

3.42  出出力曲線 （パワーカーブ、出力特性曲線） power curve 

横軸に風速、縦軸に風車出力をとり、両者の関数関係を示す曲線又はプロットされたデー

タ群。 

3.43  ピピッチ角 pitch angle 

翼のあるスパン方向位置（通常はブレード半径の100％位置）における、翼弦とロータ回

転面のなす角度。 

3.44  ロロータ回転速度 rotor speed 

風車ロータの軸周りの回転速度（r/min、 min-1）。 

3.45  周周速比 TSR、tip speed ratio 

風速に対する翼先端の周速度の比。 

3.46  前前方風速 undisturbed wind speed、free-stream speed 

風車ロータに流入する風であり、風車の影響を受けていない距離が十分離れた前方の風速。 

3.47  風風車後流 wake 

風車に流入した空気流の風車ロータの後方流れであり、風車前方の自由気流と比較して、

一般的に風速が低く、乱流強度が高い。 

3.48  カカットイン風速 cut-in wind speed 

風車が利用可能な動力を生むハブ高さにおける最小の風速。 

3.49  定定格風速 rated wind speed 

風車の定格出力が発生するハブ高さにおける規定の風速。 

3.50  カカットアウト風速 cut-out wind speed 

風車が利用可能な動力を生むハブ高さにおける最大の風速。 

3.51  定定格回転速度 rated rotor speed 

定格出力を発生する風車ロータ回転速度。 

3.52  （（風力発電システムの）定格出力 rated power 

一般には製造業者によって指定される、機器又は装置の規定の運転状態における出力の値。 

3.53  利利用可能率 （稼働率） availability、 on-wind availability、 true availability 

ある期間中において、全暦時間から風車の保守又は故障による停止時間を差し引いた値の、

同期間中の全暦時間に対する比（研究又は実証目的の風車においては、暦時間の代わりに、

運転可能な風速が得られた時間の合計値を用いることもある）。 



8 

3.54  設設備利用率 capacity factor 

ある期間中における風車総発電量の、同期間中に定格出力で運転したと仮定して風車が発

生可能な発電量に対する比。 

3.55  複複雑な地形 complex terrain 

地形が変化に富み、又は障害物が存在し、それらによって風がゆがめられやすい風車サイ

トの地理形状。 

3.56  気気流のゆがみ flow distortion 

障害物、地形変化、ほかの風車などに起因する気流の変化。計測される風速は自由気流風

速から偏り、大きな不確かさを伴う。 

3.57  自自由流風速 free stream wind speed 

通常は、ハブ高さにおける、乱されていない自然の気流の速さ。 

3.58  障障害物 obstacles 

建物、樹木、近隣の風車など、風を乱す要因となる風車周辺の恒常的建造物及び物体。 

3.59  ササイト･キャリブレーション site calibration 

試験サイトにおいて、風車設置点に一時的に設置された風向風速計に流入するハブ高さの

風速及び風向と、性能計測に用いる風況観測マストで計測される風速及び風向のデータを

取得し、風車に流入する地形による流れのゆがみを補正すること。 

3.60  試試験サイト test site 

性能計測を行う風車及びその周辺を含む土地。 

3.61  設設計条件 design situation 

発電、パーキングなど、風車の運転が可能なモード。 

3.62  （（風車の）外部条件 external conditions (for wind turbines) 

風車の運転に影響を与える要素であって、風の条件とその他の気象条件（雪、氷など）か

らなる。 

3.63  設設計限界 design limits 

設計に用いられる最大値又は最小値。 

3.64  限限界状態 limit state 

構造物及びそれにかかる荷重の状態であって、それを超えると構造物が設計要求事項に合

致しなくなる状態。設計計算（すなわち、限界状態に対する設計要求事項）の目的は、限

界状態になる確率を当該構造物に定められたある値以下に抑えることである。 

3.65  運運用の限界状態 serviceability limit states 

通常の運用基準の限界に関する状態。 

3.66  最最終限界状態 ultimate limit state 

故障又はそれに匹敵するほどの大幅な変形若しくはゆがみに相当する限界状態。 

3.67  （（風車の）重大故障 catastrophic failure (for wind turbines) 

構成部品又は構造物が、分解又は破壊して、基礎機能を失い安全性を損ねること。 



9 

3.68  潜潜在欠陥 latent fault、 dormant failure 

通常の運転時には検知できない、構造部品又はシステムの欠陥。 

3.69  設設計荷重ケース design load case 

風力発電装置の設計に用いる外的運転条件、故障･輸送･建設･保安などを考慮した荷重の

条件。 

3.70  運運転荷重 operation load 

風力発電システムの運転及び制御によって発生する荷重。 

3.71  地地震荷重 seismic load 

基準地震が風力発電装置に与える荷重。 

3.72  パパーキング parking 

正常停止後の風車の状態。 

3.73  外外挿 extrapolation 

ある既知の数値データを基にして、そのデータの範囲の外側で予想される数値を求めるこ

と。また、その手法を外挿法（補外法）という。当該数値データを、何らかの関数にあて

はめ、数値データの無い範囲（外側）の値を推定する。 

3.74  内内挿 interpolation 

補間とも言う。ある既知の数値データを基にして、そのデータの範囲の内側で予想される

数値を求めること。また、その手法を内挿法（補間法）という。 

最も簡単なものは、一次関数（直線）による内挿（直線内挿）である。 

3.75  疲疲労強度 fatigue strength 

疲労による破壊に到るまでの繰り返した回数に対応する応力を疲労強度という。金属は繰

り返し荷重により生じる応力が、降伏点よりかなり小さい場合でも、疲労によって破壊す

ることがしばしばある。 

3.76  終終局強度 extreme strength 

応力度、ひずみ度曲線における最大応力度のこと。 

3.77  フフェザリング状態 feathering state 

ブレードのピッチ角度が0度程度の状態のこと。 

3.78  フファイン状態 fine state 

ブレードのピッチ角度が-90度程度の状態のこと。 

3.79  風風力係数 wind force coefficient 

建築物の形状によって定まる係数のことで、風圧力の算定などに用いる。 
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５．風条件の評価及び風車の選定 
 

概 要 

地形等が風況に与える影響及び風況が風力発電設備に与える影響を明確化し、風車設置場所に

適した安全な運転が可能な風車を選定することを目的として、風条件を評価する手順を記す。 

風車設置場所の風条件に適合する風車を選定するためには、風車の設計要件を定めた国際規格

である IEC 61400-1 あるいは Germanischer Lloyd Guideline(ジャーマニッシュロイドガイドラ

イン、以下 GLガイドラインと表記する)などで設定される風条件と比較する必要がある。 

なお、これらの規格およびガイドラインの内容は、必要に応じて随時改訂されるため、評価を

実施する際には、その時点での最新版の規定の内容を確認する必要がある。 

 

５.１ 風車選定のための風条件の設定 

 

風車設置を検討する場合、設置場所における1年間以上の風況観測を実施することが一般的で

ある。しかしながら、上記の主要三項目について観測結果から直接求めるためには、以下に示す

事項が課題となっている。 

①観測高度 

ハブ高さでの観測を原則とするが、近年になって風車が大型化した結果、観測を実施する高

度はハブ高さを下回る場合がほとんどであるため、ハブ高での風条件を評価するためには複数

高度における観測結果を外挿して推定する必要がある。 

②観測場所 

ウィンドファームのように数 km にも及ぶ広範囲の事業計画を行う際には、各風車設置場所

での風条件を観測場所と周辺の地形条件などを考慮して推定する必要がある。 

③観測期間 

日本国内における風車設置場所の極値風速は、稀に通過する台風によって決定される地域が

多いため、短期間の風況観測のみから再現期間 50年の極値を求めると誤差が大きくなる場合が

ある。 

風車選定のために必要な風条件のうち主要なものは、以下のとおりである。 

これらの評価は、図図５.１に示す手順に従うこと。 

 

（１） ハブ高さにおける 10分間平均風速の 50年再現期待値（以下「極値風速」と称する）

（２） ハブ高さにおける 10分間平均風速 15m/sに対する乱流強度の期待値 

（３） ハブ高さにおける年平均風速 

 

なお、ほかにも「気流傾斜角」、風速の鉛直分布を示す「べき指数」、「空気密度」などにつ

いても、標準的な条件と異なる場合にはそれらを考慮すること。 
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これらの課題に対処するための評価手順を図図５.１に示す。図中の Vref*、Iref*およびVave*は、そ

れぞれ、本ガイドラインに記載された手順で設定された極値風速、乱流強度および年平均風速で

あり、各々の詳細に関しては６６章に記述する。 

また、特に③観測期間での課題に対処するためには、６６.３.１項に示す気象官署等における観

測データにより極値風速を算定する方法がある。しかし、風車設置予定場所における１年間程度

の観測データと気象官署等の長期観測地点の観測データとの間に風速の相関がなく、かつ風況の

経年変化が少ないという条件を満たさない場合は、この方法で極値風速を評価できない可能性が

ある。そこで、本ガイドラインでは、日本の耐風設計に関する最新の知見に基づき、気象官署の

観測データおよび大規模地形効果などを考慮した極値風速マップ/データベースを提供する。極値

風速マップの具体的な内容は６６.３.２項に記述する。 
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極値風速データベース
８風向別極値風速 

（250m 高さ） 

極値風速マップ 
再現期間 50 年間の 

極値風速（10 分間平均）

地上高:30,50,70m 

観測高さにおける 
・10 分間平均風速 
・乱流強度 
・50 年再現期待値 
 
・気象官署での 50 年再現 
期待値 

風車設置サイト代表点
における風況観測 

観測データの統計処理 
気象官署データの極値統計解析 

風車設置サイトの抽出 

風条件（極値風速:Vref*，乱流強度:Iref*，年平均風速:Vave*）の設定 

極値風速マップの値を
極値風速として設定し 
現地観測結果より乱流
強度を設定 

簡易評価式あるいは
線形モデルを用いて
極値風速および乱流
強度を設定 

非線形モデルあるい
は風洞実験によって
極値風速および乱流
強度を設定 

複雑地形
の判定 複雑度が大複雑度が小

複雑度が中

 

図５.１ 風条件の評価手順 

風車の選定に必要な極値風速、乱流強度及び年平均風速は、最低 1 年間にわたる現地で
の風況観測結果と合わせて、地形の複雑度に応じて、極値風速マップあるいは極値風デー

タベースに基づく手法、気象官署等における観測データに基づく手法、数値シミュレーシ

ョンあるいは風洞実験に基づく手法などの適切な手法を組み合わせて評価を行うこと。
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５.２ 風車の選定 

前節において設定されたハブ高さにおける風条件に適合する風車を選定する際には、図図５.２

に示す手順に従うこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５.２ 風車設置場所の風条件を考慮した風車本体の選定手順 

 

ハブ高さにおける風条件の把握（図図５.１） 

 
極値風速:Vref

*，乱流強度:Iref
*，年平均風速:Vave

*

技術規格との比較

既存規格風車との

比較

終局荷重の評価

疲労荷重の評価

リスク等判断 規格に適合

現地風条件に対応した風車を選定

風車本体の選定

規格値を超

える項目あり

全項目が

規格値以下

例）クラス S風車
例）IEC風車クラス
Ⅰ,Ⅱ,Ⅲ

許容範囲

許容不可

事業見直し

No 

Yes 

設置場所変更，事業中止
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５.２.１ 技術規格に適合した風車からの選定 

注）○○*は風車設置予定地のハブ高さにおける風条件を示す。例えば、Vref*は風車設置予定地に

おけるハブ高さでの 10分間平均風速の 50年再現期待値を意味する。 

 

ここで、風車設置予定地におけるハブ高さでの10分間平均風速の 50年再現期待値（極値風速）

Vref*、および風速 15m/sにおける乱流強度の期待値 Iref*に関しては、表表５.１に示す IEC規格によ

る風条件に示される基準風速 Vref、乱流強度 Irefとの比較を行って適合する風車を選定する必要が

ある。 

 

表５.１ 風車の国際規格 IEC 61400-1(2005)に規定されている風条件 

風車クラス Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ｓ 

Vref         (m/s) 50 42.5 37.5 

A          Iref(-) 0.16 

B          Iref(-) 0.14 

C          Iref(-) 0.12 

設計者が規

定する数値 

 

上記の IEC 規格では、年平均風速は、基準風速 Vrefに 0.2 を乗じた値と定めており、設置場所

における年平均風速 Vave*も、IEC 規格に対応する風車クラスの年平均風速以下であることを確認

する。 

 

図５.３に日本の気象官署において観測された極値風速と年平均風速の関係を示す。その比率

は 0.2 よりも小さいことから、IEC 規格で定めた標準的な風条件は日本の風条件と異なることに

注意を要する。 

また、（後述する）Ve50と Vrefとの関係についても、同様の相違が起こり得るので、荷重評価に

おいては注意が必要である。 

以下の条件を満足する場合には、風車の技術規格により設計・製造された風車を選定する。

複数の風車が隣接する場合、相互の影響を考慮すること。 

・Vref*≦50m/s 

・Iref*≦0.16 

・Vave*≦10m/s 

ただし、Vave*は、適合する風車クラスの Vrefに 0.2を乗じた風速を上回らないこと。 
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図５.３ 日本の気象官署における最大風速と年平均風速との関係 

 

風車の型式または部位によって、強度を決定する要因となる設計荷重ケース（DLC）は様々ある

ことから、風車設置場所の風条件の一部項目が規格で定める風車クラスの標準的な風条件を上回

った場合でも、風車の安全性を確保できる場合がある。さらに、出力制御方法を含む運用方法の

変更、耐用年数の短縮などで安全性を確保できる場合もある。 

そのような場合で、認証機関もしくは風車メーカが実施する技術的検討によって、十分な安全

性が確保できることを証明できれば、標準的な風条件を逸脱した設置場所であってもその機種を

採用することが許容される。 

0.0
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70.0

0.0 2.0 4.0 6.0 8.0 10.0 12.0
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Vave/Vref=0.05
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Vave/Vref=0.2 
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参考までに IEC 61400-1(2005)では、風車クラスの基本パラメータおよび付加パラメータを表表

５.２のように定めている。 

 

表５.２ 風車クラスの基本パラメータおよび付加パラメータ 

項 目 記号 IEC（JIS） 設置場所条件 備考 

ハブ高さにおける再現期

間50年の10分間平均風速 Vref 

 50 m/s（Ⅰ） 

42.5m/s（Ⅱ） 

37.5m/s（Ⅲ） 

（設置場所にお

いて設定した風

条件を記入） 

暴風時の風速 

再現期間50年のガスト 

（3秒平均風速） 
Ve50 1.4×Vref 

  

再現期間1年のガスト 

（3秒平均風速） 
Ve1 0.8×Ve50 

 故障等の考慮 

ハブ高さにおける年平均

風速 
Vave 0.2×Vref 

 発電量・疲労荷重

ハブ高さにおける乱流強

度（風速15m/s） Iref 

0.16（A） 

0.14（B） 

0.12（C） 

 疲労荷重 

12 7.0  

13 5.0  

気流傾斜角（風のロータ面

への流入角） 
θ 8° 

  

風速の鉛直分布 

（べき法則） 
α 

 通常時は 0.2 

 暴風時は 0.11 

 地表面粗度、 

障害物の影響 

空気密度 ρ 1.225 kg/m3  高地、極低温 
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５.２.２ 技術規格による標準的な風条件を超える場合の風車の選定 

 

 

「風車クラスＳ」とは、IEC 規格等で定められている通常の風車クラス（Ⅰ、Ⅱ、Ⅲ）に当て

はまらない設計条件によって設計・製造された風車全てを指す。したがって、必ずしも厳しい風

条件に適合した風車とは限らず、例えば台風の影響がほとんどなく非常に平坦な地形を対象とし

て、設計条件を「緩和した」風車も「クラスＳ」に分類されるため、クラスＳでは具体的設計条

件を詳細に確認する必要がある。 

そのような特別仕様に基づいて設計・製造されたクラスＳ風車は、それが当該風車製造業者の

標準的な製品となっている場合を除いては、その価格及び納期等の契約条件が標準的な風車クラ

スの風車と比較して、事業者にとって厳しいものになる可能性が高いため、事業の妥当性も考慮

して、以下に示す対応策も含めて十分な検討を事前に行う必要がある。 

 

（１）風車設置場所の変更 

特に、風車設置位置での Vref*が IEC規格等において満足できない場合、風車の終局強度で問題

を生じる可能性があり、設置場所の見直しを要する。ただし、前項に示す通り、風車メーカ等に

よる技術検討の結果、実際の風条件において風車が Vref*に対して十分に安全であることが確認さ

れた場合にはこの限りではない。 

 

（２）運転制限あるいは運転期間の短縮 

風車設置位置での Iref*あるいは Vave*が、IEC 規格等において満足できない場合、風車の疲労強

度などで問題を生じる危険性がある。 

ただし、 

① 風車の運転条件に制限を設けることで、安全性が確保できる。 

② 耐用年数を短縮することで、疲労による累積損傷を低減できる。 

③ 運転中の限界荷重に、十分な安全性が確保できる。 

などと判断される場合にはこの限りではない。 

このような実際の風条件における風車の安全性についての判定は、風車メーカによる技術的検

討で十分な場合もあるが、中立な第三者による評価を実施することが望まれる。 

なお、このような風車を運転する際には、定期的なあるいは常時の監視および定期点検を強化

するなど、安全上必要な措置を講じて、不測の事態が生じないように対策を行う必要がある。 

 

風車設置場所の風に関する風条件が、技術規格（IEC 61400-1(2005)など）で定められた通

常の風車クラス（クラスⅠ，Ⅱ，Ⅲ）の設計条件を超える場合には，図図５.２に示す手順で風

車の選定を行うこと。 
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５.３ 風車本体以外（タワー、電気設備）の設計 

タワーおよび基礎などの支持構造物、系統連系のための電気設備などの仕様は、風車本体（ロ

ータ、ナセル）の仕様に適合させるとともに、設置場所の環境条件にも適合するように決定する

必要がある。

 

５.３.１ タワーの設計 

 

 

風車メーカでは、風車本体との動的な連成効果も含めて検討した標準的なタワーを供給してい

る。これとは別に設置者等がタワーを設計・製造する際には、技術規格に基づいて決定された荷

重条件を風車メーカから提示を受け、それを適用する必要がある。タワーの設計者は、その荷重

条件の設定に関して誤解がないよう注意しなければならない。

国際規格である IEC規格では、荷重、強度の評価に部分安全係数法に基づく安全係数の設定が

なされている。そのため、日本の評価基準を用いる場合には、与えられた荷重の条件に安全係数

が含まれているか、用いる強度値、限界状態との対応が正しいかなどについて確認し、評価の考

え方に食い違いが生じないようにこれらを明確にした上で評価を実施する必要がある。 

日本では、建築基準法の規定を満足したタワーを設計することとなっているが、同法では風車

タワーは塔状構造物として取り扱われており、風車固有の設計条件が盛り込まれた IEC等の国際

規格は体系が異なっている。そのため、風車タワーを設計する際には、風車固有の設計条件が盛

り込まれた国際規格の他、我が国固有の環境条件（台風、地震等）を考慮した建築基準法も満足

する必要がある。 

暴風時のタワーの扱いに関しては、土木学会「風力発電設備支持物構造設計指針・同解説」（以

下、土木学会指針と称する）を参考とすることができる。この指針ではタワーに加えて、基礎の

設計も対象としている。 

また、建築基準法に準じた設計風速が風車の設計規格を下回る場合に、単純に風速の換算（例

えば、風速の二乗に比例して荷重を変化）を行っただけでは、IEC 規格に定める他の設計荷重ケ

ース（DLC）を考慮しない結果となってしまう可能性があり、荷重の過小評価に繋がる場合もある

ので、そのような手法を適用してはいけない。 

建築基準法ではタワーの疲労強度についての明確な規定はないが、ロータや増速機と同様に、

タワーにも繰り返し変動する外力による疲労荷重が作用するため、発電事業者が設定する運転期

間に対して、十分な疲労強度があることを確認する必要がある。 

風車タワーの設計には、台風や低気圧による暴風時の風荷重、風及び翼荷重による変動荷

重によって生じる疲労荷重を考慮すること。また、IEC規格等に基づいてガストの影響や異常

時の荷重など、風車特有の荷重条件についても考慮すること。 

風以外の荷重については、我が国固有の環境条件（地震）を考慮した建築基準を満足する

必要があるが、機器故障を含めた種々の状況を想定した設計が必要であるため、風速に応じ

た比例計算のような単純な補正計算によって設定しないこと。
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５.３.２ 電気設備の設計 

 

 

台風時のヨー制御など、風車の能動的な制御を前提とした荷重設定を行う場合には、各機器の

制御用電源を確保しなければならない。また、制御に必要な計測機器、制御用の駆動機器、ブレ

ーキ等についても、想定される条件での動作が可能であることを確認する必要がある。 

一方で、これは、制御用バックアップ電源の設置を義務づけるものではない。 

 

５.４ 稀な事象への対策 

 

 

風車は自然のエネルギーを利用した発電設備であり、ランダムに発生する多様な環境条件の下

での運転を可能にしながら、同時に発電コストの低減を実現するため、IEC 規格などによって標

準化された設計条件に基づいて設計・製造を行うことが要求されている。 

しかしながら、工学的に想定されるあらゆる事態に対しても安全な設計を要求することは、経

済的ではない。したがって、竜巻やダウンバーストなど発生確率が非常に低い外部条件に対して

は、機器の仕様や運用方法で対応する方法だけではなく、外部への危害発生防止策を講じつつ、

保険など経済的な方法による方策を取ることも許容される。 

 

 

発生確率が非常に低い外部条件に対しては、機器の仕様や運用方法で対応する以外に、保険

など経済的な方法で損失を低減する方策を取ることも許容される。

風力発電所の電気設備は、適切な国際規格（IEC規格等）もしくは日本国内の規格に基づいて

適切に設計すること。また、系統連系設備は、その要件を満たすこと。 

風車設計時に想定していないような長期間の停電などが想定される場合には、制御装置のバ

ックアップ電源として自家発電機を用意するなどの必要な安全措置を講じること。 
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６．風条件の評価方法 

 

極値風速データベース
８風向別極値風速 

（250m 高さ） 

極値風速マップ 
再現期間 50 年間の 

極値風速（10 分間平均）

地上高:30,50,70m 

観測高さにおける 
・10 分間平均風速 
・乱流強度 
・50 年再現期待値 
 
・気象官署での 50 年再現 
期待値 

6.1、6.3

6.1 

6.3 

6.4 

6.3 

6.3 

6.5 

6.2 

風車設置サイト代表点
における風況観測 

観測データの統計処理 
気象官署データの極値統計解析 

風車設置サイトの抽出 

風条件（極値風速:Vref*，乱流強度:Iref*，年平均風速:Vave*）の設定 

極値風速マップの値を
極値風速として設定し
現地観測結果より乱流
強度を設定 

簡易評価式あるいは
線形モデルを用いて
極値風速および乱流
強度を設定 

非線形モデルあるい
は風洞実験によって
極値風速および乱流
強度を設定 

複雑地形
の判定 複雑度が大複雑度が小

複雑度が中

 

図６.１ 風条件の評価手順 

風車の選定に必要な極値風速及び乱流強度は、極値風速マップあるいは極値風速データベー

スに基づく手法、または、最低 1年間にわたる現地での風況観測結果を合わせて評価すること。

周辺地形の複雑度が大きく、平坦地として取り扱うことができない場合、また、複数の地形

要素が組み合わさるなど単純な地形モデルが適用できないと判断された場合には、数値シミュ

レーションあるいは風洞実験など適切な手法を用いた評価を行うこと。
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図６.１は、図図５.１の再掲であり、風条件の評価手順を示している。図中の番号は本章の各節

に対応している。風力発電の事業者は、風車を設置するにあたり、風車設置予定場所において事

前に風況観測を行うことを必須条件としている。 

５章で記述されているように、風車設置予定場所における風の条件に対して適切な風車を選定

するにあたり、極値風速、乱流強度および平均風速を確認する必要があるが、この章では、予定

場所における地形の複雑度の判定法とともに、極値風速および乱流強度の評価方法を記載する。

IEC 規格は平坦地形における風モデルを規定しているため、平坦地形以外の風条件の設定方法に

ついては記載されていない。本ガイドラインでは、極値風速および乱流強度の評価法を地形の複

雑度の大きさ別に選択する方法を提示している。 

以下に、現地風況観測、地形判定方法、極値風速の設定方法、乱流強度の設定方法およびこれ

らの手法の適用例について記載する。 

 

６.１ 現地風況観測 

 

日本においては、季節変動を考慮し、1 年間の観測結果は風条件の把握の面でも妥当と考えら

れる。また、風力発電を補助事業として行う場合は、少なくとも 1年間以上の風況観測の実施が

必要とされている。

風況観測地点の選択には、風車設置予定地と地形が著しく異ならないことや、丘陵や障害物の

影響が及ばないこと等に十分留意する必要がある。

風況観測から得られる風速の頻度分布は、風力発電の事業採算性を判断する材料となるほか、

乱流強度の頻度分布ともあわせて、風車の選定にも用いられる。

風況観測の高さは、IEC 規格等にしたがって、設置を計画している風車のハブ高さで実施する

ことが求められるが、物理的制約や法的規制のためにそれが困難である場合には、可能な限り高

風力発電事業の予定地では、事前に現地での風況観測（風況精査）を少なくとも1年間以上

実施すること。 

観測高さは風車のハブ高さを原則とするが、これを満足することができない場合には、複数

の高さで観測した結果を用いて外挿するなど適切な方法で高度補正を行うこと。 

風況観測を行う際、次の3つのパラメータを評価できるように考慮すること。 

 

（１） ハブ高さにおける 10分間平均風速 

（２） ハブ高さにおける 10分間平均風速に対する非超過確率 90%に相当する乱流強度 

（３） 風の鉛直分布を示すべき指数 

 

上記のパラメータ以外に、現地観測やその他の方法を用いて、空気密度や、地形が複雑と判

定される場合に気流傾斜角および乱流強度の3成分を評価できるようにすること。 
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い高さでの観測を実施し、さらに複数高さでの観測を行うことにより、ハブ高さにおける風速を

推定する。ただし、地形が複雑な場合には、このような外挿により推定されるハブ高さにおける

風速の予測誤差が大きくなる可能性がある。このため、数値解析による風況解析を実施し、確認

することを推奨する。

 

風条件のうち、乱流強度は現地での観測データから推定することができるが、ウィンドファー

ム等、複数の風車を設置する場合で、全ての風車位置での風況観測を行うことができない場合に

は、地形の複雑度に応じて数値解析による風況解析を実施するなど追加検討を行う必要がある。 

 

風況観測データの取得方法については，NEDO 風況精査マニュアルもしくは NEDO 高所風況精査

マニュアルに示された方法に従うこととするが、IEC 61400-1（設計要件）および IEC 61400-12-1

（性能計測）の規定に従って実施することも可能である。 
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６.２ 地形の複雑度の判定 

 

 

風車の国際規格である IEC 61400-1(2005)および GLガイドライン(2003)では、ヨーロッパを中

心とした比較的平坦な地形条件を前提に設定された標準風条件に対して、別途地形の影響などを

考慮すべき複雑地形の判定条件を表表６.１のように定めている。 

 

表６.１ 複雑地形の判定指標 

風車からの離隔 最大傾斜 風車周辺の最大起伏 

＜  5・Zhub ＜ 0.3・Zhub 

＜ 10・Zhub ＜ 0.6・Zhub 

＜ 20・Zhub 

＜ 10° 

＜ 1.2・Zhub 

注）Zhub：ハブ高さ 最大起伏：標高差 

 

平坦な地形条件に対応して設定されている標準風条件に対して、別途風条件の確認、評価が必

要な地形条件に関しては、以下の指標を用いて地形の複雑度を判定すること。 

 

(1) 半径 5km以内での地形の最大傾斜が 10度以上。 

(2) 半径 5km以内での風上側地形断面での標高の標準偏差が 1.5×ハブ高さ以上。 

(3) 半径がハブ高さ×5、10、20 内の風上側地形断面での標高の標準偏差がそれぞれハブ高さ

×0.5、0.8、1.4を超える。 

(4) 小地形による増速率が 1.1を超える。 

(5) 隣り合う等高線の間の勾配のうち、勾配が 30%以上の割合が 30%を超える。 

 

これらの指標は風向別に評価した後、その最大値によって判断する必要がある。 

 

上記の指標による複雑度の判定条件は以下の通りである。 

 

a) (1)、(2)、(3)、(4)、(5)の全てが該当せず   ：複雑度小 

b) (1)、(2)、(3)、(4)のいずれかが該当および(5)が該当せず ：複雑度中 

c) (1)、(2)、(3)、(4)のいずれかが該当および(5)が該当  ：複雑度大 

 

ただし、ここで示される判定方法は地形の複雑度の目安であり、複雑度が小または中と判定

された場合でも、地形によっては乱流強度や極値風速が大きな値を取る可能性もあるため、注

意を要する。 
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風車設置場所の地形の複雑度は、地形の平面からの変化によって特徴づけられ、表表６.１に示

す全ての条件を満たさない設置場所は複雑であると判定される。 

表６.１の対象領域は、最大でハブ高さの 20倍であるため、例えば、ハブ高さ 30mの風車では、

評価の範囲が 150m、300m、600m以内であり、風車の近傍領域のみを考慮していることが分かる。

また、評価をハブ高さの 1.3倍の半径の円盤を上記領域内の地形に合わせた基準面の傾きとその

基準面からの凹凸で行うことから、基準面もハブ高さ30mクラスの風車で直径78m程度となるが、

このような小さな基準面の適合を領域内にわたって忠実に行うためには、高密度で精密な地形の

数値情報が必要となる。しかし、容易に入手可能で信頼性の高い地形情報である、国土地理院の

数値地図は 50mメッシュの標高値であることから、対象地点付近の測量等が必要となる。 

また、我が国のように、風車の近くに山岳が存在する場合には、風車近傍の小さな凹凸のみな

らず、やや遠方の山岳の影響が無視できない。さらに、数 km以内にある小地形は風速の増速効果、

風速の鉛直プロファイルの変化、乱流強度の変化などをもたらす可能性がある。 

 

本ガイドラインは、地形の複雑度の大きさに対応した風車の選定パラメータを設定する方法を

示すものであるため、上記IEC規格の方法では複雑度の大小を評価することが難しい。このため、

本ガイドラインでは、地形の複雑度の評価方法の判定には上記（1)～(5)の値を用いることとす

る。ただし、(1)～(5)までの指標は、風向別に評価した後、その最大値によって判断すること。

風向の分割数は 8以上とする。 

 

(1)～(3)は、IEC規格に準拠した指標であり、(1)により、小地形による風速への影響の可能性

があると判断され、(2)および(3)により、風車近傍での複雑度が判定される。風上側に標高の高

い山岳地が広がる場合、ハブ高さにおける風速の増速を考慮する必要性は小さいと考えられるが、

風の乱流強度は大きくなる可能性がある。 

(4)は、(1)の小地形による増速効果と関連する項目である。増速率の評価については、送電用

鉄塔の耐風設計技術における小地形による風速の割り増し係数についての記述を参照のこと。(1)

では増速の可能性が示されるが、通常、増速率は地表のごく近くで大きく、離れると小さくなる。

したがって、大型風車に対しては、ハブ高さにおける風速を増速率によって補正すれば、風車上

部の風速分布を平坦地のものと仮定しても風車の強度等の評価に与える影響は小さいと考えられ

る。 

(5)に係わる指標として代表的なものは、Risoe研究所の開発した風況シミュレーションソフト

WAsPで用いられている RIXである。RIXは、WAsPの適用範囲を判定するための基準であり、流れ

のはく離が発生すると言われている勾配以上の地形が占める割合を方位別に示したものである

（Mortensen 他、2006）。通常、RIXの算定に用いるはく離発生判定のための斜面勾配の閾値は、

0.3（傾斜度で約 17度、勾配で 30%）に設定される。 
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RIX の一般的な算出方法は、目的地点からの半径 3.5km 内をその周方向に 72 分割(5 度

毎)し、各分割された方位の直線と等高線との交わる点における勾配を求め、勾配は隣り合

う等高線の間隔とその間の高低差を用いて計算し、設定された勾配の閾値以上(デフォルト

では 30%勾配)の値の割合を求めてその方位の RIXの値とする。RIXの目安として以下の値

が与えられている。 

・平坦および丘陵：0% 

・丘陵よりは複雑：10% 

・山岳部：10～50%以上 

RIX は、WAsP における複雑度を表す指標ではあるが、最終的な判断は WAsP の利用者の

判断に任されており、目安である。本ガイドラインでは、上記のRIXの目安から、30%の値

を選択している。 

Risoe 研究所では、WAsPの推定精度について RIXを用いて評価を行っており、複雑度に

ついて式（6.2.1）で表される⊿RIXを導入して評価を行っている（Mortensen 他、2006）。 

METWTG RIXRIXRIX  （6.2.1） 

ここで、添え字の WTGおよび METはそれぞれ、予測地点および参照点（風況観測点）を表

している。予測地点および参照点における複雑度が同じであれば、⊿RIX=0 であり、参照

点が予測地点よりも複雑であれば、⊿RIX＜0となる。逆に、参照点が平坦かあるいはそれ

に近い場合は⊿RIX＞0となる。WAsPに用いられている線形理論は、周辺地形において流れ

のはく離が殆どない、すなわち RIX≒0 を前提条件としており、RIX の値が大きくなれば、

この条件からのずれが大きくなり推定精度は悪くなることが考えられる。しかし、RIX の

値が大きな値を取る複雑地形であっても、⊿RIX の絶対値が十分小さければ満足できる推

定精度が得られ、⊿RIX の絶対値と推定精度には正の相関がある、との報告（Mortensen

他、2006）がされていることに留意すべきである。 

 

以上で示したように、ここの判定基準は地形の複雑度の目安であり、複雑度が小または中と判

定された場合でも、地形によっては（例えば、谷風）乱流強度や極値風速が大きな値を取る可能

性もあるため、注意を要する。 

ただし、現地観測結果の風速データが標準風条件およびこれに小地形の影響補正を加えた結果

から大きくずれている場合には、上記地形影響評価の結果に関わらず、風特性の把握を行い、周

辺への展開に際しても数値シミュレーションの適用などを考慮すること。また、得られた風特性

を整理し、風車構造や運用上の問題の有無を評価することが必要となった場合に参照できるよう

に保存すること。なお、地形の判定を行うためのツールとして、電力中央研究所の開発したプロ

グラムやWAsPがあり、一般に入手可能である。 
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６.３ 極値風速マップ及び極値風速データベース 

 

 

本ガイドラインでは、風車設置場所の極値風速（Vref*）は、以下の手法で評価する。 

風車の選定条件としての極値風速は、風車設置場所における最低1年間以上の期間を有する

観測データと気象官署の風観測データとの相関係数、もしくは極値風速マップ／極値風速デー

タベースを用いて決定すること。ただし、数値シミュレーションを行う場合には、極値風速デ

ータベースに代わり気象官署における 50年再現期待値を用いることを妨げない。 

具体的な地形の複雑度の判定は、６６.２節に記載される定義によって行うこと。 

 

（１）気象官署等における風観測データを用いる場合 

風車設置場所近傍に長期の気象データを有する気象官署等が存在し、風車設置場所で観測さ

れたデータと高い相関を有する場合は、統計解析に基づく評価によることができる(６６.３.１

項参照)。 

（２）風車設置場所での十分な期間の観測データがない場合、もしくは近傍気象官署データと

の相関が高くない場合 

①平坦地形と判断される場合 

本ガイドラインの「極値風速マップ」(６６.３.２項参照)の値を利用することができる。「極

値風速マップ」の仕様は以下のとおりである。 

・10分間平均風速の 50年再現期待値 

・1kmメッシュマップ 

・地上高30、50、70mの 3高度の風速 

・国土数値情報の土地利用区分に基づく地表面粗度の影響を考慮 

 

②平坦地形ではないと判断される場合 

「極値風速データベース」(６６.３.３項参照)をもとに、地形の複雑度に応じて単純地形モ

デル（建築物荷重指針・同解説(2004)の「小地形による乱れの強さの補正係数」の項で定義

される方法）あるいは適切な数値シミュレーションや風洞実験を実施して求める(６６.３.４

項参照)。「極値風速データベース」の仕様は、以下のとおりである。 

・風向別の 10分間平均風速の50年再現期待値 

・1kmメッシュマップ 

・上空 250mにおける8風向の風速 

・小地形影響評価のためのデータベース 

なお、①の平坦地形の場合でも、②の方法により極値風速を求めることを妨げるものではな

い。 
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熱帯性低気圧（台風）が頻繁に襲来する気象条件にある日本においては、風車設置場所の極値

風速は、稀に通過する台風によって決定される地域が多いため、短期の風況観測から再現期間 50

年の極値風速を直接求めることは誤差が非常に大きいため適切ではない。しかし、風車設置場所

近傍に長期の気象観測データを有する気象官署等が存在し、風車設置場所で観測された風速デー

タと高い相関を有し、風況の経年変化が少ないという条件が満たされていれば、統計解析によっ

て極値風速を推定することができる。 

 

風車設置場所での十分な期間の観測データがない場合、もしくは近傍気象官署データとの相関

が高くない場合、短期間の風況観測のみから再現期間50年という長期間の極値を統計的に推定す

ると誤差が大きくなってしまう場合がある。それを補完するため、本ガイドラインでは、建築学

会「建築物荷重指針・同解説」(2004)におけるデータをもとに、数 km以上のスケールでの大規模

地形の影響を考慮して「極値風速マップ」および「極値風速データベース」を作成・提供する。

すなわち、風車設置予定地点における極値風速を簡易に評価するための支援資料として、 

① 極値風速分布の概略が把握できる「極値風速マップ」 

② 小地形の影響などさらに詳細な検討を加える利用者向けの「極値風速データベース」 

 

の 2種類の資料を提供する。 

上記のデータは、いずれも全国を平面的に 1kmメッシュで網羅したものであり、平均標高デー

タ（1m 単位）で表現されるような数 km 以上のスケールにおける大規模地形の影響を考慮したも

のである。さらに、小スケールの地形の影響については、必要に応じて利用者が「極値風速デー

タベース」の値をもとに個別に検討する必要がある。 

 

提供する極値風速マップ／極値風速データベースは、以下のような条件を備えたものである。 

①気象官署があるメッシュの値（以下、気象官署メッシュ値と称する）は、観測値および台風

シミュレーション結果を統計処理して求められた建築物荷重指針・同解説(2004)の 50 年再

現期待値を用いて求め、それ以外のメッシュの値は、気象官署メッシュ値と気流解析結果を

もとに内挿により求めたものである。 

②気象官署メッシュ値は、建築物荷重指針・同解説(2004)に基づく 50年再現期待値を、風向別

に気流解析結果の風速鉛直分布から求めたべき指数・粗度区分を用いて上空（地上高 250m）

の風速に換算し、極値風速マップ／極値風速データベースの作成に用いている。 

③気象官署間の任意地点においては、風上側の数 kmスケール以上の大きな地形による増速・減

速等の効果が反映されている。 

④「極値風速マップ」は、全風向の中で最大の極値風速をプロットしたものである。また、「極

値風速データベース」は、8風向別に極値風速のデータが用意されている。 

⑤「極値風速データベース」は、上空（地上高 250m）の風速として与えている。 
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６.３.１ 気象官署等における風観測データによる極値風速算出 

 

 

日本国内における風車設置場所の極値風速は、稀に通過する台風によって決定される地域が多

いため、一般的に、一年間程度の短期間の風観測により再現期間 50年の極値風速を推定すること

は困難であるが、以下の条件を満足して信頼性が確保された場合にはその限りではない。 

①風向及び風速に関して、相関係数 0.8以上が得られる場合。 

②風況の経年変化が少ない場合（①で規定する高い相関が毎年保たれると期待できる場合）。 

 

なお、気象官署等における長期間の風観測データを用いて、相関解析により風車設置場所での

極値風速を求める際には以下の点に留意する必要がある。 

（１）気象官署等における観測資料の均質性の確認 

・観測場所、観測高度 

観測途中において観測場所、観測高度が変更となっている場合があるので確認する必要が

ある。 

・使用測器 

4杯型風程式風速計、3杯風速計、風車型風向風速計等、使用測器を確認する必要がある。 

・観測法 

日当たりの観測回数や平均風速の評価時間などを確認する必要がある。 

・統計法 

気象官署等における年最大値の算出に際して、欠測データの取扱いなど統計処理方法につ

いて確認する必要がある。 

 

（２）使用測器の違いによる補正 

使用されている測器の特徴を確認するとともに、使用測器の交換時期、ならびに測器間にお

ける観測データの補正が行われているか確認する必要がある。 

気象官署等における風観測データを用いて極値統計解析を行う場合には、極値Ⅰ型分布

（Gumbel 分布）、極値Ⅱ型分布（Frechet 分布）、極値Ⅲ型分布等、適切な分布関数を用いて行

うこと。 

風車設置場所で観測された風速データと近傍の気象官署等での同期間の風速データとの相

関解析を行い、相関係数 0.8以上が得られる場合に、気象官署等のデータから得た再現期待値

に回帰係数を乗じることで、風車設置場所での極値風速を求めることができる。 

´
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６.３.２ 極値風速マップ 

 

 

「極値風速マップ」は、図図６.２～図図６.１６に示したとおり全国を 1kmメッシュで網羅した極

値風速であり、これにより風車設置場所周辺の極値風速分布の概要を把握できる。 

「極値風速マップ」の特徴は、以下のとおりである。 

 

・地上高30m、50m、70mの 3高度における風速であること 

・国土数値情報の土地利用区分に基づく地表面粗度の影響を考慮したこと 

・極値風速分布を把握できるように分布図の形で提示したこと 

 

「極値風速マップ」は、1km メッシュの平均標高データおよび地表面粗度分布による風況への

影響が考慮されて作成されている。そのため、そのようなメッシュで表現されるような数 km以上

のスケールにおける大規模地形の影響は考慮されているが、それより小スケールの地形起伏が顕

著である地域では、その影響について必要に応じて利用者が６６.３.３項に示す「極値風速データ

ベース」をもとに個別に検討する必要がある。 

また、「極値風速マップ」は、地上高 30～70m程度のハブ高さを持つ風車を主な対象としている。

対象とする風車のハブ高さにおける極値風速を「極値風速マップ」から求める際には、各高度の

「極値風速マップ」の値をもとに高度方向の線形補間で求める。べき法則を利用して2高度の極

値風速から補間することも可能であるが、地上高 30～70m前後では極値風速マップとの高度差が

小さいので線形補間した結果と実用上ほとんど差がない。 

なお、極値風速マップを地上高 30m、50m、70mの 3高度、地表面粗度の影響を考慮したマップ

とした理由は、以下のとおりである。 

・「極値風速マップ」が極値風速分布の概略を把握するためのものと位置づけ、利便性やわか

りやすさという観点から、高度・地表面粗度の補正ができるだけ必要ないようなマップとし

た。 

・日本における風車は、山間部のような比較的複雑な地形上に立地される場合が多く、風速の

鉛直分布が必ずしもべき法則に従うとは限らないため、簡易式による高度補正でハブ高さで

の風速を求める方法ではなく、ハブ高さ付近の風速を直接示すものとした。 

・地表面粗度影響の考慮には、数値シミュレーションによる気流解析を利用している。このよ

うな気流解析は、風況調査では一般的に用いられる手法であり、風上側の粗度分布の影響を

客観的に取り入れることができる。 

 

次ページ以降に、地上高 30m、50m、70mの 3高度の極値風速マップを示す。 

風車設置場所が平坦地形と判断される場合は、「極値風速マップ」から求められる値をそ

の場所における極値風速として使用することができる。
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図６.２ 極値風速マップ：北海道エリア（地上高 30m） 

 

 
図６.３ 極値風速マップ：東北エリア（地上高 30m） 

風速(m/s) 

風速(m/s) 
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図６.４ 極値風速マップ：関東・中部・近畿エリア（地上高 30m） 

 

 
図６.５ 極値風速マップ：中国・四国・九州エリア（地上高 30m） 

風速(m/s) 

風速(m/s) 
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図６.６ 極値風速マップ：沖縄エリア（地上高 30m） 

風速(m/s) 



36

 
図６.７ 極値風速マップ：北海道エリア（地上高 50m） 

 

 
図６.８ 極値風速マップ：東北エリア（地上高 50m） 

風速(m/s) 

風速(m/s) 
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図６.９ 極値風速マップ：関東・中部・近畿エリア（地上高 50m） 

 

 
図６.１０ 極値風速マップ：中国・四国・九州エリア（地上高 50m） 

風速(m/s) 

風速(m/s) 
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図６.１１ 極値風速マップ：沖縄エリア（地上高 50m） 

 

風速(m/s) 
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図６.１２ 極値風速マップ：北海道エリア（地上高70m） 

 

 

 
図６.１３ 極値風速マップ：東北エリア（地上高 70m） 

風速(m/s) 

風速(m/s) 
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図６.１４ 極値風速マップ：関東・中部・近畿エリア（地上高 70m） 

 

 

 
図６.１５ 極値風速マップ：中国・四国・九州エリア（地上高 70m） 

風速(m/s) 

風速(m/s) 
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図６.１６ 極値風速マップ：沖縄エリア（地上高 70m） 

風速(m/s) 
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ここで、気象官署位置のメッシュ上で、建築物荷重指針・同解説(2004)に基づく 50 年再現期

待値を疑似突風率から算出されたべき指数・粗度区分を用いて地上高 70mの風速に換算した値と

極値風速マップの値とを比較すると、-10～+10m/s 程度の差が生じている（図図６.１７および図図６.

１８）。この差は、極値風速マップ／データベース作成時において、高度補正係数 EpV(P)を気流解

析結果の風速鉛直分布から算出していることによる手法の差の結果であって、直接に誤差を示す

数値ではないが、マップ値が過大もしくは過小の双方に評価されている可能性を示すものと考え

られる。 

従って、その利用には以下の留意が必要である。 

① 図図６.１８に示す風速差の絶対値が、3.0m/s 以内の気象官署が周辺にある場所以外では、極

値風速の推定は他の方法を優先すべきであり、マップ値の使用は大きな誤差が生ずる恐れが

ある。 

② 風速差が3.0m/s～7.0m/s の気象官署に囲まれた地域において、他の手法の選択と共にマップ

値を使用することが避けられない場合においては、実際に観測したデータを用いて、マップ

値や複数の気象官署値との相関を取るなど、自ら検証を行うことが必要である。 

③ 極値風速データベースの値を非線形モデルに入力する場合は、周辺気象官署値を用いるなど

他の手法と、その結果を比較して評価することが望ましい。 
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図６.１７ 気象官署位置における極値風速の比較（地上高 70m） 
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図６.１８ 気象官署位置における極値風速マップ値と気流解析による算定値の比較（地上高

70m） 

 

風速差ΔVの絶対値
｜ΔＶ｜≦3.0m/s ：

3.0m/s＜｜ΔＶ｜≦7.0m/s ：
7.0m/s＜｜ΔＶ｜ ：

地上高70ｍにおける気象官署における極値風速マップ値と気象

官署極値風速算定値との差異を図図６.１８に示す。 

（図図６.１７の横軸・縦軸の風速差ΔＶの絶対値をプロットした

ものが図図６.１８である） 

 

・極値風速マップは地上高70ｍの極値風速を示す。 

・気象官署極値風速算定値は建築物荷重指針・同解説(2004)に

よる再現期間50年換算値と気象官署位置における2000年推定

粗度を使用して地上高70ｍの値を計算したものである。 

・気象官署の位置は気象庁ＨＰの位置図から概定。

風速(m/s)
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また、風車設置場所での極値風速を数値シミュレーション（あるいは非線形モデル）によって

求める場合においては、その入力値として気象官署位置での 50 年再現期待値を用いることを妨

げるものではない。 
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６.３.３ 極値風速データベース 

 

 

６.２節で複雑地形と判定された場合は、地形による増速効果を評価する式、数値シミュレー

ション、風洞実験などにより小地形の影響を評価し、極値風速を算定する必要がある。地形によ

る影響は、風上側の地形に起因し、風向によってその影響の度合いが異なることから、風向別の

極値風速である「極値風速データベース」をもとに検討する必要がある。 

なお、「極値風速データベース」は、「極値風速マップ」と同様に 1kmメッシュの極値風速であ

るが、以下の点で「極値風速マップ」と異なる。 

 

・風向別（8風向）の極値風速であること。 

・上空（地上高 250m）の風速であること。 

・小地形影響評価のためのデータベースとして数値情報の形で提供していること。 

 

「極値風速データベース」を風向別および高度 250mの風速の形で提供する理由は、以下のと

おりである。 

 

・ある地点における小地形影響は、風上側の地形や粗度分布に大きく左右される。よって、そ

の評価には、風向毎の検討が必要となるため、風向別の極値風速を提供する。 

・数値シミュレーション等で、現地の粗度分布を考慮した詳細な解析を実施する場合を想定し

て、上空（地上高250m）の極値風速を提供する。なお、この高度は、データベースのもとと

なった建築物荷重指針・同解説(2004)における極値風速の取り扱い方を考慮して、決定され

たものである。 

・極値風速を上空 250mの風速で与えることにより、利用者が250m以下の任意の高さにおける

極値風速を設定できる。 

 

風車設置場所が平坦地形でないと判定される場合には、「極値風速データベース」を用いて

極値風速を評価すること。その際には、小地形の影響は６６.３.４項に記載する方法により評価

すること。数値シミュレーションを行う場合には、極値風速データベースに代わり気象官署に

おける 50年再現期待値を用いることを妨げない。 
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極値風速データベースの例 

 

極値風速データベースのデータファイルは、以下のような構成となっている。 

・1ファイルは、100km×100km の領域。 

・ファイルフォーマットは、テキスト形式とし、1行目がヘッダ、2行目から 101行目まで（南

から北へ）が極値風速であり、1行 100メッシュ分で100列（西から東へ）となっている。なお、

ヘッダの内容は、領域番号、領域西端経度、領域東端経度、領域南端緯度、領域北端緯度、Ｘメ

ッシュ数、Ｙメッシュ数、Ｘ格子間隔（km）、Ｙ格子間隔（km）の順となっている。図図６.１９に

極値風速データベース概念図を示す。 

 

 

 

 
図６.１９ 極値風速データベース概念図 
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  70  70  71  71  71  71  71  71  71  71  71  71  71  71  71  71 
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６.３.４ 数値シミュレーションまたは風洞実験による小地形影響評価 

 

 

線形モデルの代表である WAsPでは、計算領域における標高と粗度長マップおよび風況観測点に

おける観測データを入力値として、任意の地点における風速を求めることができる。WAsPの計算

結果は、粗度長マップおよび計算領域の影響を受けるため、十分注意する必要がある。 

非線形モデルを用いて小地形影響を正しく評価するためには、境界条件（流入風条件）を適切

に設定する必要がある。境界条件の設定方法としては、ネスティング手法、理想化された上流風

を設定する手法等がある。 

一般的に、ネスティング手法は、低解像度の広領域の計算結果を境界条件として、高解像度の

小さな領域をネスティングさせることにより、小地形の影響を受けた風速を求める。 

一方、理想化された上流風を設定する手法の代表例として、標準実風況変換と呼ばれる手法が

ある。標準実風況変換は、低解像度の計算結果により予測された風と高解像度の計算結果により

予測された風速との差を補正することにより、小地形の影響を受けた風速を求める（図図６.２０）。

この手法では、まず仮想領域での標準風況を求め、次に対象地点の実風況に変換する。 

 

 
(a) 

 
(b) 

図６.２０ 標準実風況変換概念図 

具体的には、1km程度の解像度を持つ粗い地形と地表面粗度を用い、数値シミュレーションを

行い、地域風況から仮想領域の風況への変換を行う（図図６.２０(a)）。次に、10～50m 程度の解

像度を持つ細かい地形と地表面粗度を用いた数値シミュレーションを行い、仮想領域の風況から

数値シミュレーションまたは風洞実験により小地形の影響を評価する場合、必要な境界条

件（流入風条件）を適切に設定すること。
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対象地点での実風況へと変換する（図図６.２０(b)）。 

 

風洞実験は、十分な実績を有する機関および設計者が信頼性を確認した設備において実施しな

ければならない。実験条件や測定方法を適切に設定して、風向別（8 風向）に実施することを推

奨する。 
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６.５ 風条件の設定例 

 

 

６.５.１ 風況観測例 

本事業では、表６.２に示す7つの A地点～G地点において風況観測および風車の荷重計測を行

った。7 つの地点は、日本型風力発電ガイドライン作成に資するデータ収集を目的としているた

め、台風通過地域および複雑地形のいずれかを含むように選択されている。 

風況観測では、3 杯式風速計・矢羽式風向計と超音波風速計を併用した高速サンプリングを実

施し、計測値より 10分平均風速、風速の標準偏差、吹き上げ角等を導出した。また、風車の荷重

計測では、歪み（ブレード基部、タワー頂部・基部、主軸）等の計測を実施した。なお、計測装

置および方法の詳細は、付属書Ｃを参照のこと。 

表６.２ 風況観測地点および供試風車の情報 

 A地点 B地点 C地点 D地点 E地点 F地点 G地点 
風況観測高さ
(max.)[m] 

57.8 29.8 68 35 65 35.3 35 

観測機器*1 
C,S,B/B/ 
B (1.5m
高 T,P) 

C,S,B/B/
B (1.5m 
高 T,P)

C,S/S/ 
S (1.5m 
高 T,P)

C,S/S/ 
S (1.5m 
高 T,P)

C,S/S 
(T,P) 

C,S,B/B/ 
B (1.5m 
高 T,P) 

C,S,B/B/
B (1.5m 
高 T,P)

観測地点標高 
[m] 

EL 152 EL 237 EL 332 EL 431 EL 1.8 EL 77.5 EL 70.5 

風車ハブ高さ 
[m] 

60 30.5 68 37 65 35.3 35 

風車定格出力 
[kW] 

990 300 1000 600 2000 660 600 

注） C:3杯式風速計および矢羽式風向計，S：超音波風速計，Ｂ：風車型風速計 

T:温度センサ，P:気圧センサ 

 

本事業にて計測対象とした地点において、現実に計測された風の統計量の特性を表表６.３に示す。

また、表表６.４には、観測地点における強風の発生状況をあわせて示した。 

表６.３から、乱流強度に関して、IEC規格で規定さている NTM式のように風速に対して減少す

る分布でなく、高風速側で非超過確率 90%値の分布が増加している地点・風向が存在することが

わかる。本ガイドラインでは、乱流強度の分布は IEC規格の NTM式で近似するものとしているが、

このような分布に対しては適用外となることに注意が必要である。 

風条件の設定について、本ガイドラインに記載される極値風速および乱流強度の推定方法に

基づき、事業者は、複雑度の大きさに対応した評価方法について慎重に検討を行い、判断する

こと。 

また、単純地形モデル、線形モデルおよび非線形モデルを用いて評価を行う場合は、粗度（粗

度区分、粗度長）を適切に判断すること。
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表６.３ 観測点における風の統計量（１） 

 A 地点 B地点 C地点 D地点 

周
辺
状
況 

    

風
向
・
風
速
頻
度
分
布 

風向頻度分布 風速頻度分布 風向頻度分布 

 

風速頻度分布 風向頻度分布 風速頻度分布 

 

風向頻度分布 風速頻度分布

 風向１（328～8°） 風向２（107～262°） 風向１(0～180°) 風向２(180～360°) 風向１(289～26°) 風向２(124～206°) 風向１(345～89°) 風向２(176～253°) 

風
速
の
鉛
直
分
布 

   

吹
き
上
げ
角 

   

乱
流
強
度 
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表６.３ 観測点における風の統計量（２） 

 E 地点 F地点 G地点 

周
辺
状
況 
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表６.４ 観測地点における強風の発生状況（１） 

 A 地点 B 地点 C 地点 D 地点 
①2007/7/13（台風 0704：南風） 
73m/s 
52m/s 
1.40 

①2007/01/06（前線・低気圧：西風） 
47m/s 
26m/s 
1.81 
 

①2006/09/18（台風 0613：南風） 
48m/s  
25m/s 
1.92 
 

①2007/10/27（台風 0720：北東風） 
58m/s  
40m/s 
1.45 
 

②2007/9/14（台風 0711：南風） 
46m/s 
33m/s 
1.39 

②2007/12/22（前線・低気圧：北東風） 
40m/s  
26m/s 
1.54 
 

②2007/05/17（前線・低気圧：南風） 
44m/s  
23m/s 
1.91 
 

②2006/10/06（台風 0616：北東風） 
56m/s 
36m/s 
1.56 

③2006/7/8（台風 0603：南風） 
43m/s  
31m/s 
1.39 
 

③2007/4/13（西風） 
39m/s  
21m/s 
1.86 
 

③2006/06/15（前線・低気圧：南風） 
44m/s  
27m/s 
1.63 
 

③2007/9/6（台風 0709：北東風） 
52m/s  
32m/s 
1.63 
 

④2006/11/22（竜巻？南風） 
41m/s 
20m/s 
2.05 

④2006/11/7（前線・低気圧：西風） 
39m/s 
21m/s 
1.89 

④2007/3/5（前線・低気圧：南南東風） 
42m/s 
28m/s 
1.5 

④2007/04/01（前線・低気圧：南西風） 
49m/s  
25m/s 
1.96 
 

強風ベスト５ 
特定時系列 
 
MET ハブ高度 3杯式風速計記録 
発生日（気象要因、風向） 
最大瞬間風速 
最大風速（10分間平均） 
突風率 
 
A 地点③のみプロペラ風速計記録 

⑤2006/09/16（台風 0613：南風） 
41m/s  
29m/s 
1.41 

⑤ 2007/5/10（前線・低気圧：西風） 
38m/s  
21m/s 
1.81 
 

⑤2007/8/3（台風 0705：南風） 
39m/s 
20m/s 
1.95 

⑤2007/02/14（前線・低気圧：南西風） 
47m/s  
25m/s 
1.89 
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表６.４ 観測地点における強風の発生状況（２） 
 E 地点 F 地点 G 地点 

①2007/09/07（台風 0709：東風） 
34m/s 
21m/s 
1.60 

①2007/07/14（台風 0704：南南東風） 
48m/s 
28m/s 
1.69 
 

①2007/09/18（台風 0712：東南東風） 
46m/s  
32m/s 
1.54 
 

②2007/02/14（前線・低気圧：東南東風） 
33m/s 
21m/s 
1.50 

②2007/08/02（台風 0705：西風） 
44m/s  
26m/s 
1.82 
 

②2007/10/06（台風 0715：南東風） 
45m/s 
28m/s 
1.58 

③2007/12/29（前線・低気圧：東南東風） 
32m/s  
21m/s 
1.55 
 

③2007/01/07（前線・低気圧：西北西風） 
43m/s  
20m/s 
1.76 
 

③2007/11/27（台風 0723：東北東風） 
41m/s  
22m/s 
1.72 
 

④2007/01/07（前線・低気圧：北北西風） 
31m/s 
23m/s 
1.49 

④2007/03/06（西北西風） 
40m/s 
23m/s 
1.64 

④2007/07/12（台風 0704：北東風） 
38m/s  
19m/s 
1.71 
 

強風ベスト５ 
特定時系列 
 
MET ハブ高度三杯風速計記録 
発生日（気象要因、風向） 
最大瞬間風速 
最大風速（10分間平均） 
突風率 
 
 

⑤2007/05/26（前線・低気圧：南東風） 
30m/s  
20m/s 
1.57 

⑤ 2006/12/29（西北西風） 
36m/s  
18m/s 
1.63 
 

⑤2007/08/08（台風 0706：東南東風） 
36m/s  
20m/s 
1.52 
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６.５.２ 風条件の評価方法の適用例 

（１）地形判定 

図６.２２に本事業で計測した７地点の地形図を、表表６.５にそれぞれの地点における地形判定

結果を示す。 

図６.２２は、地形評価ツール（電力中央研究所）の数値出力を示したものであり、16 方位の

断面図である。 

表６.５は、６６.２節に記載してある地形の複雑度の判定法を用いた結果である。地形データに

は国土地理院の 50m 間隔の数値標高データを用い、表中に判定の目安値を記載してある。RIX は

WAsP の出力結果を用いており、地形判定法(5)に対応する。表中の着色部が目安値を超える値で

ある。 

また、表表６.５により、A地点およびC地点を除き、地形図等から判断される主観的な複雑度と

ほぼ対応していることがわかり、5 つの指標を用いる妥当性が示されている。増速率の判別は、

1.1を超えるとしているが、これはあくまで目安であることから、1.1の値を示す地点 Aおよび G

は複雑度中とも判定してもよい。 

A地点 Ｂ地点  C地点 

D地点  E地点 F地点 

G地点 

図６.２２ ７地点の方位別地形断面図（16断面） 
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表６.５ 地形判定結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）極値風速および乱流強度の評価例 

表６.６は、６６.３節および６６.４節に記載されている極値風速および乱流強度の推定法を適用

した結果を示している。着色部が、本ガイドラインに記載されている手法により評価した値であ

る。各数値は、風況観測地点のハブ高さにおける値である。本ガイドラインでは、地形の複雑度

に対応した評価方法を提案しているが、その手法の妥当性を評価するために、ここでは地形の複

雑度によらず全ての方法を適用している。 

表中で粗度区分が２つ設定されている地点は、上欄が風況観測塔の建築確認申請時の粗度区分、

下欄が地表面状況から推定した区分を表している。極値風速および乱流強度の推定値からわかる

ように、推定値は粗度の評価によってその値が異なることから、現地粗度の評価を適切に行うこ

とが重要である。 

 

表６.６の極値風速は、建築物荷重指針・同解説（2004）に記載されている単純地形モデルに

よる方法と、極値風データベースの値から WAsPおよび LAWEPSを用いた方法、および相関法等を

用いて推定した値である。 

極値風速の評価フローに準ずると、各地点の Vref*は次の通りとなる。 

・Ａ地点(複雑度小)：70m/s 

・Ｂ地点(複雑度大)：79m/s 

・Ｃ地点(複雑度中）：37m/sまたは53m/s 

・Ｄ地点(複雑度大）：73m/s 

・Ｅ地点(複雑度小）：45m/s 

・Ｆ地点(複雑度中）：51m/sまたは72m/s 

・Ｇ地点(複雑度小）：83m/s（参考値） 

なお、G 地点は複雑度が小であるが、極値風速マップの値がないので、小地形影響評価式によ

地点 A B C D E F G

想定ハブ高さ [m] 60 30 69 32 65 35 35
主観的複雑度 中 大 大 大 小 中 小

(1) 斜面傾斜角 6.6 7.0 10.4 16.0 0.0 2.1 1.4 10度以上

半径5km
平均標高 51.4 68.8 133.3 413.7 36.6 58.6 28.1

標準偏差 62.2 81.5 108.9 246.3 54.2 42.6 32.5

半径（5×ハブ高さ） 300.0 150.0 345.0 160.0 325.0 175.0 175.0
平均標高 51.1 169.3 260.8 344.2 1.0 82.8 52.7

標準偏差 26.4 22.4 34.2 20.7 1.0 5.4 6.8

半径（10×ハブ高さ） 600.0 300.0 690.0 320.0 650.0 350.0 350.0
平均標高 48.8 174.0 164.3 391.9 5.7 82.4 49.4

標準偏差 29.7 31.2 42.7 54.3 16.0 7.4 6.3

半径（20×ハブ高さ） 1200.0 600.0 1380.0 640.0 1300.0 700.0 700.0
平均標高 89.6 171.7 227.7 228.8 32.6 70.2 50.6

標準偏差 49.7 41.7 71.2 57.1 31.1 14.4 6.1

増速率（Max) 1.1 1.2 1.2 1.4 1.0 1.2 1.1
発生風向 N NW N E - SE N

(5) RIX(max，風向) 12.3(N) 43.9(NW) 25.4(ESE) 38.5(N) 13.8(SSE) 8.7(ESE) 2.7(NE) 30を超える場合

小 大 中 大 小 中 小

* 国土地理院の50mピッチの数値地図データに基づく処理結果
＊着色部分で判定の目安値を超えている

0.8×ハブ高さ

1.4×ハブ高さ

1.1を超える場合(4)

判別方法 判定の目安値

複雑度の判別結果

(2)

(3)

1.5×ハブ高さ

0.5×ハブ高さ
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る値を用いているため参考値である。本ガイドラインで提供している極値風データベースの値は、

６.３節に記載されているように、±10m/s程度の不確かさを含んでおり、これに各評価手法の誤

差が付加されることに注意すべきである。複雑度中の地点では、手法の違いにより 20m/sの差が

ある。 

乱流強度Irefの実測値は、0.18～0.22の値を示している。一般に、乱流強度は、風速と乱流標

準偏差の高さ方向の関数であるため、観測点において高さ方向に減少する傾向がある。このため、

複雑度が小と判定された地点でも観測高さが低い場合は、乱流強度が高いことがある。 

乱流強度の評価には、６６.４節の(2)に記載されている単純地形モデルによる方法を用いてある。

CFD(Computational Fluid Dynamics)による評価方法は、参照地点（観測地点）における値を用い

た補正を前提にしていることから、参照地点の値を比較している本節では評価の対象外とした。

なお、CFDによる評価方法の詳細については参考資料を参照のこと。 

簡易法による乱流強度の推定値は、複雑度が小および中の地点では、観測値から 0.00～0.04

の誤差になっている。また、複雑度が大の地点では、乱流強度の誤差は 0.02～0.18と極めて大き

い。 

簡易法による乱流強度の評価は、複雑度が小および中であれば、予測精度が比較的高いといえ

るが、乱流強度のカテゴリは、0.02の幅で定義されていることから、0.01を超える誤差であれば、

観測結果による補正を行う CFDによる評価方法を用いた方が安全であるといえる。なお、乱流強

度の評価に対しても粗度の影響は大きいが、乱流強度の観測値を簡易式から導出した値と比較す

ることで、現地粗度評価の目安になる。 

 

表６.６ 極値風速および乱流強度の評価例 

C E F G
中 小 中 小

I II I III II II III II I I
68 65 35.3 35
35 46 60 －

基準風速（10m高） [m/ s] 32 34 42 46
ハブ高風速 [m/ s] 68 60 55 40 43 44 37 45 59 64

基本風速(10m高) [m/ s] 29 30 42 46
ハブ高風速 [m/ s] 69 61 59 42 38 45 39 39 58 64

小地形モデルハブ高風速 [m/ s] 84 74 77 56 53 63 54 39 72 83
250m高風速(出現風向) [m/ s] 45(N) 50(SE-W) 72(N,E) －

WAsPハブ高風速（出現風向） [m/ s] 37(N,S,W) 38(SW) 51(SE) －
LAWEPSハブ高風速（出現風向） [m/ s] 52(E,SE) 35(NW) 48(E,W) －

直近官署 鳥取 室蘭 種子島 宮古島
直近官署風速計高さ [m] 13.6 10.4 10.5 11.4
直近官署の極値風速 [m/ s] 25.2 28.1 39.8 54.3

直近官署既往最大風速（ハブ高換算） [m/ s] 54 58 68 66 37 46 49 39 48 68
直近官署－風観測点風速の相関係数 0.68 0.81 0.72 0.85
直近官署－風観測点風速の回帰係数 1.799 1.257 0.961 1.349
相関法によるハブ高風速 [m/ s] 45 35 38 73

観測値 0.15 0.19 0.20 0.19
小地形モデル 0.16 0.18 0.24 0.35 0.19 0.17 0.21 0.19 0.18 0.19

* 粗度区分が２つ設定されている地点は，左欄が風況観測塔の建築確認申請時の粗度区分，右欄が地表面状況から推定した区分を表す。
* ハブ高風速は，DBはCFD計算，簡易法は粗度区分毎のべき乗則，指針は荷重指針マップに簡易手法を適用

D地点

57 60 59

39.5 62.0

0.78

地形の複雑度
A B

粗度区分
小 大

31.6

大

30.5 37

77(E) 59(SW)
71(SE)

50 47

63(S)

43 37

ハブ高 [m]

極値風ＤＢ 69(SE)

建築基準法

建築物
荷重指針

70

79(S)

60

69(W)

47

極値風速マップ(ハブ高換算値) [m/ s]

14.1 41.8 12.5

46 40 36

79(W) 73(N)
室戸岬沖縄 綱代

乱流強度(Iref)

0.91 0.65
1.435

0.15 0.17

相関法

0.19

0.969 1.862
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表６.６に示したデータを用いて、複雑度に対応した評価方法により数値を決定し、IEC 

61400-1(2005)に規定された Class IA を基準に対して、各項目の上限値と比較して総括したもの

を表表６.７に示す。本表から、現在の IEC 規格の標準風条件に対して規格がカバーできていない

箇所が存在することが判る。ただし、これらの評価は、統計的な評価であり、不確かさがある。

また、表表６.３に示すように項目毎の統計量にはバラツキが存在するため、表表６.７における◎印

においてもリスクはゼロでは無い。 

 

本ガイドラインでは、何れかの項目が規格を上回った場合の現実的な対処方法を７７章のリスク

評価に記載する。 

 

表６.７ 現地での風特性と規格における標準仕様との比較 

No. 項目 A B C D E F G 
IEC 

(ⅠA) 

1 基準風速 △ △ ○ △ ◎ △ （△） 50m/s 

2 年平均風速 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 10m/s 

3 乱流強度 ○ ○ ○ ○ ○ △ △ 0.16 

4 吹き上げ角 ◎ ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 8° 

5 鉛直分布 △ ◎ ◎ ○ ◎ ◎ ◎ 0.2 

注）◎：IEC規格の標準仕様（Class IA）以内、○：IEC規格での標準仕様を部分的にまたは風向により超える。 

△：IEC規格での標準仕様を超える。 

 







系統故障 送電線切断 正常停止

破損

異常停止

油圧装置 (1件)

発電機 ｺｲﾙ焼損 (2件)

ﾅｾﾙ ｶﾊ ﾞー 破損 (1件)

台　風 ﾅｾﾙ ･ﾊﾌ の゙破損 ﾅｾﾙ外壁の飛散 (2件)
暴　風

ﾊﾌ ｶ゙ﾊ ﾞー の破損 (10件)

振動センサー ｾﾝｻ ｰｽ ｲｯﾁ起動
(1件)

風向風速計故障 風速計破損 正常停止
(52件)

異常停止

ブレードの破損

(6件)

(1件)

(1件)
乱　れ

主軸・ベアリング
(6件)

系統連系装置 ソフトスタータ焼損
(1件)

破損（強風を受けて）

保護装置による風車停止

ヨー制御不能

ブレーキ異常

破損は交換を前提

系統側異常により風車停止 破損に至らず（保護装置作動）

破損に至らず（強風で無かった）瞬時電圧低下による電磁弁ｺｲﾙ損傷

ブレードの破壊

ブレーキﾃ ｲ゙スク（機械式）の破損

風に正対せずに停止

風車制御による停止 制御機能正常稼働

ピッチ制御不能

ブレードの破損

接着剤の不良

ｽﾄｰﾙ制御ﾌ ﾚ゙ｰﾄ ヂップ破損



分　解 ブレードが分解 （3件）
ブレードが分解 （6件）

ブレードが分解 （3件）

損　傷 ブレードの損傷 （11件）

ブレードの落下 （3件）
ブレードの落下 （9件）

強　　風 ブレード被害 落　下 ブレードの落下 （6件）

破　壊 ブレードの破壊 （9件） ブレードが破壊 （10件）

ブレード片の飛散 （2件）
ブレード片の飛散 （23件）

飛　散 ブレード片の飛散 （21件）

ブレードが破壊 （1件） ブレードが破壊 （10件）

引き剥がし 引き剥がし、曲がり （4件）

クラック ブレードにクラック （1件）



被害小 先端はく離
ﾌ ﾚ゙ｰﾄ 修゙繕

ﾌ ﾚ゙ｰﾄ 折゙損(小)

先端欠損

クラックの発生

（3件)

被害大 ﾌ ﾚ゙ｰﾄ 破゙裂
ﾌ ﾚ゙ｰﾄ 交゙換

ﾌ ﾚ゙ｰﾄ 脱゙落

落　雷 ﾌ ﾚ゙ｰﾄ 折゙損(大)

ﾌ ﾚ゙ｰ ﾄ ばく離

（1件）

ﾌ ﾚ゙ｰﾄ 焼゙損

(1件）

(1件）

逆変換装置

風向風速計被雷 風車停止ﾌ ﾚ゙ｰﾄ 損゙傷に至らず

台風におけるﾌ ﾚ゙ｰﾄ の゙破損

系統連系装置

系統側停電等により電源喪失を生じて停止制御不能

ブレードの制御不能状態によっ
ては、風車タワー倒壊にも到る

制御装置

電気設備

情報伝送装置

ﾌ ﾚ゙ｰﾄ 損゙傷後、アンバランス振
動で回転して折損

ブレード内（ワイヤー）より発
火、焼損

ｽﾄｰﾙ制御ﾌ ﾚ゙ｰﾄ ヂッ
プの破損

破損は交換を前提

運転に支障が無かったので様
子を見ながら運転

修繕の必要な他機と
併せて修繕

雷撃墳破によるﾌ ﾚ゙ｰﾄ 破゙断

先端後縁部のはく離









DLC Other Conditions Type ofanalysis

Partial
safety
factor

DLC Other Conditions Type of
analysis

Partial
safety
factor

1.1 NNTM Vhub=Vr or Vout U N 1.1 NTM Vin<Vhub<Vout For extrapolation of extreme events U N
1.2 NNTM Vin<Vhub<Vout F * 1.2 NTM Vin<Vhub<Vout F *
1.3 EECD Vhub=Vr U N 1.3 ETM Vin<Vhub<Vout U N

1.4 NNWP Vhub=Vr or Vout External electrical
fault U N 1.4 EECD Vhub=Vr- 2m/ s, Vr,Vr+2m/ s U N

1.5 EEOG1 Vhub=Vr or Vout Loss of electrical
connection U N 1.5 EEWS Vin<Vhub<Vout U N

1.6 EEOG50 Vhub=Vr or Vout U N
1.7 EEWS Vhub=Vr or Vout U N
1.8 EEDC50 Vhub=Vr or Vout U N
1.9 EECG Vhub=Vr U N

2.1 NNWP Vhub=Vr or Vout Control system
fault U N 2.1 NTM Vin<Vhub<Vout Control system fault or loss of electrical

network U N

2.2 NNWP Vhub=Vr or Vout
Protection system
or preceding
internal electrical

U A 2.2 NTM Vin<Vhub<Vout Protection system or preceding internal
electrical fault U A

2.3 NNTM Vin<Vhub<Vout
Control or
protecyion system
fault

F * 2.3 EEOG Vhub=Vr±2m/ s and Vout External or internal electrical faultincluding loss of electrical network U A

2.4 NTM Vin<Vhub<Vout Control, protection, or electrical system
fault including loss of electrical network F *

3.1 NNWP Vin<Vhub<Vout F * 3.1 NNWP Vin<Vhub<Vout F *
3.2 EEOG1 Vhub=Vin, Vr or Vout U N 3.2 EEOG Vhub=Vr±2m/ s and Vout U N
3.3 EEDC1 Vhub=Vin, Vr or Vout U N 3.3 EEDC Vhub=Vr±2m/ s and Vout U N
4.1 NNWP Vin<Vhub<Vout F * 4.1 NNWP Vin<Vhub<Vout F *
4.2 EEOG1 Vhub=Vr or Vout U N 4.2 EEOG Vhub=Vr±2m/ s and Vout U N

5) Emergency
shut down 5.1 NNWP Vhub=Vr or Vout U N 5.1 NTM Vhub=Vr±2m/ s and Vout U N

6.1 EEWM Vhub=Ve50
Possible loss of
electrical power
network

U N 6.1 EEWM 50- year recurrence period U N

6.2 NNTM Vhub<0.7Vref F * 6.2 EEWM 50- year recurrence period Loss of electrical network connection U A
6.3 EEWM 1- year recurrence period Extreme yaw misalignment U N
6.4 NTM Vhub<0.7Vref F *

7) Parked and
fault conditions 7.1 EEWM Vhub=Ve1 U A 7.1 EEWM 1- year recurrence period U A

8) Transport,
assembly,
maintenance and
repair

8.1 to be stated by the
manufacturer U T 8.1 NTM Vmaint to be stated by themanufacturer U T

8.2 EEWM 1- year recurrence period U A

3) Start up

4) Normal shut
down

6) Parked
(standing still or
idling)

1) Power
production

2) Power
production plus
occurrence of
fault

Design situation

IEC61400- 1　ed.2(1999) IEC61400- 1　ed.3(2005)

Wind Condition Wind Condition
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８．今後の課題 
本ガイドラインは、我が国特有の風による風車被害の軽減と、風車の安全な運転に寄与するこ

とを目的として、計画地点において発生が予想される最大風速や風の乱れに対処するため、主に

風車を設置する事業者が、計画地点で予想される風況を把握する手法と、風車の選定手順、参考

となる技術情報を示したものである。 

本ガイドラインの作成にあたっては、現時点で得られた知見を最大限に活用しているが、得ら

れるデータの質・量および解析手法には限界があり、ガイドラインの今後の更なる改善が必要で

ある。そのための課題としては以下のものが挙げられる。 

 

１） 地形判定法に関する課題 

本ガイドラインでは、IEC規格の複雑地形判断指標と、地形の増速率を考慮する手法及び WAsP

で用いられている RIXの算定結果を組み合わせる新手法を提案している。今後は、更に実測デー

タおよび数値シミュレーションを用いた計算例を蓄積することにより、地形判定法の適合性を調

べ、手法を確立することが求められる。 

 

２） 極値風速に関する課題 

我が国は台風常襲地域であり、IEC 規格において対象外となっていることから、設置可能な風

車仕様の特定のために、現状に即した極値風速（Vref）のクラスを設定する必要がある。 

観測により極値風速を得ることが困難であることから、CFD（数値流体力学）を用いた技術的手

法により、極値風速を求める方法を確立する必要がある。また、算出された風速の妥当性の検証

を十分に行うことが必要である。 

また、強風時における風速の鉛直分布を検証するなど、気象官署等における長期の観測データ

との整合を図れるよう、小地形影響を適切に反映できる評価法を確立する必要がある。 

気象官署の風向別（8 風向）の極値風速を、観測データと台風等の影響を評価する確率的な手

法を組合わせて、再評価するとともに、風向毎の極値風速に基づいたシミュレーションを行い、8

風向の最大値をその地点の極値風速としてマップを作成するなど、より正確なシミュレーション

を行う。また、気象官署とは異なる観測データを長年蓄積するなど、シミュレーション手法の信

頼性を確認していくとともに提案した極値風速マップや極値風速データベースの精度向上を図る

ことが必要である。 

 

３） 乱流強度の評価に関する課題 

乱れ成分（主風向直角方向など）毎の設定方法を確立するとともに、我が国の実状に即した乱

れのクラス（Iref）の新規格を策定する必要がある。 

現時点では、乱流強度の評価は観測データに頼るところが大きく、数値計算で求める手法が確

立されておらず、コンピュータの処理能力も十分ではない。今後のコンピュータ処理能力の向上

が待たれるが、乱流強度を数値計算により求める手法の確立が必要である。 
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４） リスク評価に関する課題 

事業リスクとは別に、IEC 規格等の風車の国際規格では設計面での風車リスクとして、終局荷

重と疲労荷重を荷重ケースで組み合わせることによりリスク軽減を図っている。終局荷重として

暴風時の概略数値を求めることで、リスク評価は可能となる。また、疲労強度に関する風車設置

場所の適用性について、概略判断手法を提示した。今後はこの材料強度（終局・疲労）に対する

リスクや事業者側の運転条件、運転監視・メンテナンス等のリスクについて複合的な低減方法を

策定する必要がある。 

風力発電設備の故障・事故のみならず、風力発電設備の損傷等による周辺への被害拡大防止な

ど安全性を考慮した上でのリスクについて検討することも課題である。 

 

５） 現地計測の効果的な利用 

本ガイドラインにおいて実施された７地点における風況と風力発電設備の応力同時計測によっ

て得られたデータは、我が国における風条件が風力発電設備に与える影響を、実測データとして

得ることのできた有益なものである。 

ガイドラインにおける検証のみでなく、これらの現地計測結果を用いることで、今後様々な検

討が可能となり、これらのデータが広く我が国に導入される風力発電設備の性能向上、安全性向

上に寄与するものとなることが期待される。 

 

６） 風車基礎構造に関する課題 

本ガイドラインにおいては、風車基礎構造については触れていないが、最近の風車倒壊事故や

我が国における地震災害を考慮して、（社）土木学会の「風力発電設備支持物構造設計指針・同解

説」の耐震安全性検討も考慮の上、風車特有の動的解析や振動特性も考慮した検討を行うことが

課題となる。 
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